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ネットワーク利用犯罪倍増、目立つ児童ポルノ法違反インターネットと犯罪

解   説

第 3 章   犯 罪 ・ セ キ ュ リ テ ィ ー

警察庁がまとめたコンピュータ、電磁

的記録対象犯罪の件数をみてみよう（資

料3-3-2）。「電子計算機使用詐欺」はコ

ンピュータ利用の利得罪ともいうべきも

ので、1999年の98件に対し、2000年は

33件に減少した。「電子計算機損壊等業

務妨害」はコンピュータシステムの業務

妨害罪で、2000年の検挙件数は2件にす

ぎない。人の事務処理を誤らせる目的で

電磁的記録を不正に作るなどする「電磁

的記録不正作出・毀棄」は、1999年5

件、2000年9件で、ほぼ倍増している。

ネットワーク利用犯罪は、1999年が

247件であるのに対し、2000年が484件

と約2倍増となっている。

・わいせつ物頒布等：「わいせつ」と

いう概念は、最高裁判所の判例では、普

通人の正常な性的羞恥心を害し、善良な

性的道義観念に反する程度にいたずらに

性欲を興奮又は刺激させる物又は行為の

属性をいう（最高裁1951年5月10日判

決）とされている。刑法は、わいせつ物

頒布・公然陳列等について2年以下の懲

役または250万円以下の罰金もしくは科

料に処する（175条）と規定している。

ネットワーク上でわいせつ物を表示するこ

ともこの罪に当たるとされる。ネットワー

ク利用犯罪の中では件数が最も多い（資

料3-3-3）。

・児童買春・児童ポルノ法違反：「児

童買春、児童ポルノに係る行為等の処罰

及び児童の保護等に関する法律」が正式

な題名で、自民、社民、さきがけなどの

議員によって1998年の通常国会に提出さ

れたが継続審議となり、99年の通常国会

で可決・成立（5月18日）。11月1日か

ら施行された。1999年は2か月で9件、

2000年は1年で121件ということになる。

（堀部政男　中央大学法学部教授）
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資料3-3-1　ハイテク犯罪の検挙件数

出所　警察庁「ハイテク犯罪の検挙状況」資料を元に作成
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資料3-3-3　ネットワーク利用犯罪の内訳

出所　警察庁「ハイテク犯罪の検挙状況」資料を元に作成
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資料3-3-4　国民生活センターに寄せられたインターネットショッピング
に関する相談件数

出所　国民生活センターの資料を元に作成

資料3-3-2　ハイテク犯罪の検挙件数の内訳

2000年 1999年

コンピュータ、電磁的記録対象犯罪 44 110

電子計算機使用詐欺 33 98

電子計算機損壊等業務妨害 2 7

電磁的記録不正作出・毀棄 9 5

ネットワーク利用犯罪 484 247

わいせつ物頒布等 154 147

児童買春・児童ポルノ法違反 121 9

詐欺 53 23

名誉毀損 30 12

著作権法違反 29 21

その他 97 35

不正アクセス禁止法違反 31

合計 559 357

出所　警察庁「ハイテク犯罪の検挙状況」資料を元に作成

（注）2000年度の数値は2001年3月2日現在
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